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１．18年9月中間期の業績（平成18年 4月1日～平成18年 9月30日） 

(1)経営成績                   （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18年9月中間期 103,731 △6.2 3,400 △27.9 3,513 △27.6 

17年9月中間期 110,528 △5.8 4,717 6.0 4,852 4.2 

18年3月期 228,715 10,188 10,278  

 
 

中間（当期）純利益 
1株当たり中間 

（当期）純利益 

 百万円 ％ 円  銭

18年9月中間期 1,633 △51.5 29    96 

17年9月中間期 3,371 16.3 61    82 

18年3月期 5,938 108    58 

(注)①期中平均株式数  18年9月中間期 54,539,694株  17年9月中間期 54,539,952株  18年3月期 54,539,886株 

  ②会計処理の方法の変更  無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

  百万円   百万円  ％ 円  銭

18年9月中間期 118,562  61,666 52.0 1,130    68 

17年9月中間期 120,069  59,123 49.2 1,084    04 

18年3月期 125,598  60,869 48.5 1,115    75 

(注)①期末発行済株式数  18年9月中間期 54,539,690株  17年9月中間期 54,539,855株  18年3月期 54,539,775株 

②期末自己株式数   18年9月中間期 310株  17年9月中間期 145株  18年3月期 225株 
 
２．19年3月期の業績予想（平成18年 4月1日～平成19年 3月31日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

  百万円   百万円 百万円

通 期 223,000  8,000 4,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）73円34銭 

 

３．配当状況 

 

 

 

※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、既知・未知のリスクや不確定な要素などの要因により、実際の業績は

記載の見通しとは異なる可能性があります。なお、上記の業績予想については、連結添付資料の9ページをご参照ください。 

・現金配当 1 株 当 た り 配 当 金 （円） 

 中 間 期 末 期 末 年 間 

18年3月期 15.00  15.00 30.00

19年3月期（実績） 15.00  －

19年3月期（予想） －  15.00
30.00
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１．中間財務諸表等 

（１）中間貸借対照表                                       （単位：百万円） 

 前 事 業 年 度 の  
当中間会計期間末 前中間会計期間末 

前年同期比 要 約 貸 借 対 照 表 

  （平成18年9月30日） （平成17年9月30日）  （平成18年3月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 金 額 構成比

（資産の部）  ％ ％  ％

流 動 資 産   92,010 77.6 94,361 78.6 △2,351 98,759 78.6

 現 金 及 び 預 金  5,858 3,058 2,799 5,437

 関 係 会 社 預 け 金 3 8,000 1,117 6,882 5,528

 受 取 手 形 5 2,279 715 1,563 1,269

 売 掛 金  42,320 54,954 △12,633 53,412

 た な 卸 資 産  24,979 25,358 △379 24,592

 繰 延 税 金 資 産  6,521 6,677 △156 6,948

 そ の 他  2,121 2,595 △473 1,684

 貸 倒 引 当 金  △70 △115 45 △113

固 定 資 産   26,552 22.4 25,707 21.4 844 26,839 21.4

 有 形 固 定 資 産 1 4,615 3.9 4,756 4.0 △140 4,836 3.9

 無 形 固 定 資 産  4,803 4.1 5,628 4.7 △825 5,672 4.5

 投 資 そ の 他 の 資 産  17,133 14.4 15,322 12.7 1,810 16,330 13.0

  前 払 年 金 費 用  8,042 6,076 1,966 6,949

  繰 延 税 金 資 産  3,994 4,534 △540 4,158

  そ の 他  5,314 4,846 467 5,433

  貸 倒 引 当 金  △218 △135 △83 △211

資 産 合 計  118,562 100.0 120,069 100.0 △1,506 125,598 100.0

（負債の部）   

流 動 負 債   40,328 34.0 44,712 37.3 △4,383 48,130 38.3

 支 払 手 形 5 2,262 1,959 303 2,207

 買 掛 金  24,293 28,318 △4,024 30,945

 未 払 費 用  7,923 8,253 △329 8,296

 未 払 法 人 税 等  942 1,934 △992 2,619

 そ の 他 4 4,906 4,246 659 4,061

固 定 負 債   16,567 14.0 16,233 13.5 333 16,598 13.2

 退 職 給 付 引 当 金  16,566 16,233 333 16,597

 そ の 他  0 0 0 0

負 債 合 計  56,895 48.0 60,946 50.8 △4,050 64,729 51.5

（純資産の部）   

株 主 資 本   61,670 52.0 － － － － －

 資 本 金  9,670 8.1 － － － － －

 資 本 剰 余 金  10,161 8.6 － － － － －

  資 本 準 備 金  10,161 － － －

 利 益 剰 余 金  41,839 35.3 － － － － －

  利 益 準 備 金  275 － － －

  その他利益剰余金   

   別 途 積 立金  37,548 － － －

   繰越利益剰余金  4,016 － － －

 自 己 株 式  △0 △0.0 － － － － －

評価・換算差額等   △3 △0.0 － － － － －

 その他有価証券評価差額金  △3 △0.0 － － － － －

純 資 産 合 計  61,666 52.0 － － － － －

負 債 純 資 産 合 計  118,562 100.0 － － － － －
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 前 事 業 年 度 の  
当中間会計期間末 前中間会計期間末 

前年同期比 要 約 貸 借 対 照 表 

  （平成18年9月30日） （平成17年9月30日）  （平成18年3月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 金 額 構成比

（資本の部）   

資 本 金  － － 9,670 8.0 － 9,670 7.7

資 本 剰 余 金  － － 10,161 8.5 － 10,161 8.1

 資 本 準 備 金  － 10,161 － 10,161

   

利 益 剰 余 金  － － 39,292 32.7 － 41,040 32.7

 利 益 準 備 金  － 275 － 275

 任 意 積 立 金  － 33,548 － 33,548

 中間（当期）未処分利益  － 5,468 － 7,217

    

その他有価証券評価差額金  － － 0 0.0 － △2 △0.0

自 己 株 式  － － △0 △0.0 － △0 △0.0

資 本 合 計  － － 59,123 49.2 － 60,869 48.5

負 債 及 び 資 本 合 計  － － 120,069 100.0 － 125,598 100.0
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（２）中間損益計算書                                       （単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書   

自 平成18年4月1日 自 平成17年4月1日 自 平成17年4月1日

 至 平成18年9月30日 至 平成17年9月30日

前年同期比 

至 平成18年3月31日

区  分 
注記 
番号 

金 額 百分比 金 額 百分比 増減額 増減率 金 額 百分比

  ％ ％ ％ ％

売 上 高  103,731 100.0 110,528 100.0 △6,797 △6.2 228,715 100.0

売 上 原 価  87,563 84.4 93,568 84.7 △6,004 △6.4 193,672 84.7

売 上 総 利 益  16,167 15.6 16,960 15.3 △792 △4.7 35,043 15.3

販売費及び一般管理費  12,767 12.3 12,243 11.0 524 4.3 24,854 10.8

営 業 利 益  3,400 3.3 4,717 4.3 △1,317 △27.9 10,188 4.5

営 業 外 収 益 1 259 0.2 257 0.2 2 1.0 377 0.1

営 業 外 費 用 2 146 0.1 122 0.1 24 19.6 288 0.1

経 常 利 益  3,513 3.4 4,852 4.4 △1,338 △27.6 10,278 4.5

特 別 利 益 3 200 0.2 99 0.1 100 100.8 99 0.1

特 別 損 失 4 617 0.6 64 0.1 553 862.6 1,117 0.5

税引前中間（当期）純利益  3,095 3.0 4,887 4.4 △1,791 △36.7 9,261 4.1

法人税、住民税及び事業税  870 0.8 1,791 1.6 △921 △51.4 3,491 1.5

還 付 法 人 税 等  － － 1,691 1.5 △1,691 △100.0 1,691 0.7

法 人 税 等 調 整 額  592 0.6 1,416 1.2 △824 △58.2 1,523 0.7

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  1,633 1.6 3,371 3.1 △1,737 △51.5 5,938 2.6

前 期 繰 越 利 益  － 2,097  2,097

中 間 配 当 額  － －  818

中間（当期）未処分利益  － 5,468  7,217
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（３）中間株主資本等変動計算書                                 

当中間会計期間（ 自 平成18年 4月 1日 至 平成18年 9月30日）              （単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
資本金 資本 

準備金

資本 
剰余金
合計 

利益 
準備金 別途 

積立金
繰越利益
剰余金

利益 
剰余金 
合計 

自己株式 株主資本
合計 

平成18年3月31日残高 9,670 10,161 10,161 275 33,548 7,217 41,040 △0 60,871

中間会計期間中の変動額   

 別途積立金の積立て  4,000 △4,000 － －

 剰余金の配当  △818 △818 △818

 役員賞与の支払  △16 △16 △16

 中間純利益  1,633 1,633 1,633

 自己株式の取得   △0 △0

 
株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純額） 
  

中間会計期間中の変動額合計 － － － － 4,000 △3,200 799 △0 799

平成18年9月30日残高 9,670 10,161 10,161 275 37,548 4,016 41,839 △0 61,670

 

評価・換算差額等

 その他 
有価証券 
評価 
差額金 

評価・換
算差額等
合計 

純資産 
合計 

平成18年3月31日残高 △2 △2 60,869

中間会計期間中の変動額  

 別途積立金の積立て  －

 剰余金の配当  △818

 役員賞与の支払  △16

 中間純利益  1,633

 自己株式の取得  △0

 
株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純額） 
△1 △1 △1

中間会計期間中の変動額合計 △1 △1 797

平成18年9月30日残高 △3 △3 61,666
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２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

  イ．有価証券 

   子会社株式････移動平均法に基づく原価法 

   その他有価証券 

    ａ．時価のあるもの････中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

     （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

    ｂ．時価のないもの････移動平均法に基づく原価法 

  ロ．たな卸資産 

    ａ．商品、製品、半製品、原材料････総平均法に基づく原価法 

    ｂ．仕掛品････個別法に基づく原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  イ．有形固定資産････定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         2～50年 

構築物       10～30年 

機械及び装置     2～ 8年 

工具、器具及び備品  2～20年 

 ロ．無形固定資産････定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(最長５年)に基づいて償却してお

ります。 

（３）引当金の計上基準 

   イ．貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   ロ．退職給付引当金 

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度及び企業年金基金制度を設けております。 

従業員に対する退職給付の支給に充てるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末に発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

企業年金基金制度においては、年金資産の額が退職給付債務の額を超えているため、前払年金費用とし

て中間貸借対照表の投資その他の資産の部に計上しております。 

（４）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

（６）金額の表示方法 

    金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 6

 

３．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

      当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

      従来の資本の部の合計に相当する金額は、純資産の部の合計金額と同じです。 

      なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

（役員賞与に関する会計基準） 

      当中間会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用し、

内規に基づく要支給額の全額を引当金として計上します。ただし役員賞与の金額の重要性が乏しいため、当

中間会計期間では引当金計上は行わず、従って損益に与える影響はありません。 
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４．注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末 

（平成18年 9月30日） （平成17年 9月30日） （平成18年 3月31日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

6,054百万円 

２．当社においては、運転資金の効 

率的な調達を行うため取引銀行

１行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結してお

り、取引銀行 11 行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 
当座貸越契約極度額及び 
貸出コミットメントの総額  11,000百万円 
借入実行残高           －百万円 
差引額           11,000百万円 
 

３．「関係会社預け金」は効率的な

資金運用を図るため、平成 15 年

９月から開始した日本電気株式

会社への預け金中間期末残高で

あります。 

 

４．消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

 

５．中間会計期間末日満期手形 

中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしておりま

す。なお当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形が中間会計期間末残高に含

まれております。 

    受取手形         338 百万円 

    支払手形         423 百万円 
 

１．有形固定資産の減価償却累計額

5,725百万円

２．当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

１行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結してお

り、取引銀行 11 行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 
当座貸越契約極度額及び 
貸出コミットメントの総額  13,000百万円 
借入実行残高           －百万円 
差引額           13,000百万円 
 

３．          同左 

 

 

 

 

 

４．消費税等の取扱い 

同左 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額

5,824百万円

２．当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

１行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結してお

り、取引銀行 11 行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 
当座貸越契約極度額及び 
貸出コミットメントの総額  11,000百万円 
借入実行残高           －百万円 
差引額           11,000百万円 
 

３．「関係会社預け金」は効率的な

資金運用を図るため、平成 15 年

９月から開始した日本電気株式

会社への預け金期末残高であり

ます。 

 

４．   ―――――――― 
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（中間損益計算書関係） 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日 至 平成17年 9月30日 至 平成18年 3月31日 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  団体保険配当金    133百万円 

  受取損害賠償金     36 

  販売報奨金       26 

  保険事務代行手数料   24 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  関係会社育成支援費用 112百万円 

  固定資産廃棄損     22 

 

 

 

３．特別利益のうち主要なもの 

  事業譲渡益       200百万円 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  電話加入権評価減   617百万円 

 

 

５．減価償却実施額 

有形固定資産     323百万円 

無形固定資産     697 

 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  団体保険配当金    141百万円

  販売報奨金       32 

 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  関係会社育成支援費用  91百万円

  債権売却手数料     12 

 

 

 

３．特別利益のうち主要なもの 

  投資有価証券売却益  99百万円 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  経営改革施策費用   64百万円 

 

 

５．減価償却実施額 

有形固定資産     386百万円

無形固定資産     419 

 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  団体保険配当金    141百万円

  販売報奨金       72 

  保険事務代行手数料   49 

  受取保険金         39 

   

２．営業外費用のうち主要なもの 

  関係会社育成支援費用 193百万円

  固定資産廃棄損     50 

  債権売却手数料     19 

  コミットメントフィー  15 

 

３．特別利益のうち主要なもの 

  投資有価証券売却益  99百万円 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  経営改革施策費用   999百万円 

    電話加入権評価減     117 

 

５．減価償却実施額 

有形固定資産     797百万円

無形固定資産    1,016 

 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

  当中間会計期間（自 平成18年 4月 1日 至 平成18年 9月30日）              

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

普通株式（注） 225 85 － 310 

合計 225 85 － 310 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加85株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
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（リース取引関係）                                       （単位：百万円） 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日区 分 

至 平成18年 9月30日 至 平成17年 9月30日 至 平成18年 3月31日

１．リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス･リース取引 

 

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末

（期末）残高相当額 

 

 取得価額相当額  

  建 物 及 び 構 築 物 872 885 880 

  機 械 装 置 48 － － 

  工具、器具及び備品 5,164 6,737 6,570 

  車 両 及 び 運 搬 具 6 6 6 

  ソ フ ト ウ ェ ア － 392 392 

  合 計 6,092 8,022 7,850 

 減価償却累計額相当額    

  建 物 及 び 構 築 物 677 563 621 

  機 械 装 置 4 － － 

  工具、器具及び備品 2,792 3,443 3,621 

  車 両 及 び 運 搬 具 5 4 4 

  ソ フ ト ウ ェ ア － 314 353 

  合 計 3,479 4,325 4,601 

 中間期末（期末）残高相当額    

  建 物 及 び 構 築 物 195 322 258 

  機 械 装 置 44 － － 

  工具、器具及び備品 2,372 3,293 2,948 

  車 両 及 び 運 搬 具 1 2 1 

  ソ フ ト ウ ェ ア － 78 39 

  合 計 2,612 3,696 3,248 

     

②未経過リース料中間期末（期末）

残高相当額 

   

  １ 年 内 1,197 1,652 1,463 

  １ 年 超 1,467 2,111 1,846 

  合 計 2,665 3,763 3,310 

     

③支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

   

  支 払 リ ー ス 料 893 1,306 2,232 

  減 価 償 却 費 相 当 額 854 1,245 2,131 

  支 払 利 息 相 当 額 30 41 76 

 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 ⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法によってお

ります。 

 

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 
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（有価証券関係） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末 

（平成18年 9月30日） （平成17年 9月30日） （平成18年 3月31日） 

子会社株式で時価のあるものは

ありません。 

同 左 同 左 

 

 


